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研究要旨 
2020 年 2 ⽉ 25 ⽇、国内の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）対策を⽬的として厚⽣労働
省新型コロナウイルス感染症対策本部にクラスター対策班が設置された。同班のうち接触者追跡
チームは国⽴感染症研究所感染症疫学センターの職員、実地疫学専⾨家養成コース（FETP）研修
⽣、FETP 修了⽣を主体として構成され、各都道府県の派遣要請に応じて現地において対策⽀援
を⾏った。その対応⽀援において FETP とその修了⽣に関する成果と課題についてまとめた。

Ａ  研究⽬的 
国と地⽅の健康危機管理の⼈材育成のため、実地

疫学専⾨家養成コース（Field Epidemiology 
Training Program: FETP）が重要であることは、
2018年２⽉に実施された国際保健規則の Joint 
External Evaluationの「⽇本は国としての公衆衛⽣
対応⼈材のさらなる最適化のための⽅策を打ち出す
ことを検討すべきであり、これは、FETP を通じた
地⽅⾃治体での⼈材強化も含まれる」との提⾔にあ
るとおりである。 

2017年４⽉には、当初ボランテイアとの取り扱い
であった派遣元のない FETP 研修⽣に対して、職員
FETP(⾮常勤研究員として処遇する)の制度が始ま
り、給与の⽀弁に加えて、危険業務従事の際の保険
が整備されたことから、研修期間中に、国の危機管
理対応の⼀翼を積極的に担うことが可能となった。
この制度変更を受けて、職員 FETP には、研修修了
後には、より積極的に⾃治体や国の公衆衛⽣⼈材へ
のキャリア転換を推進しているところである。 
合わせて、募集要項上の応募資格の専⾨職の項

を、従来は「医師・獣医師等」としていたものを、

「医師・⻭科医師・獣医師・薬剤師・保健師・看護
師・検査技師・⾷品衛⽣監視員等の専⾨資格を持つ
もの」と対象となる専⾨職名をすべてリストアップ
することで多職種を対象としていることを明確にす
る、英語能⼒に関する募集条件を緩和するなど、
2017年４⽉より、プログラムの⼀部改変を⾏った。
また 2018年４⽉から、初期導⼊コース（プログラ
ム開講時期の 4⽉に 1か⽉をかけて実施する座学）
の講義を、従来の⽇本語＋英語から、すべて⽇本語
とした。
今年度は、より広く⾃治体から FETPへの派遣が

⾏われるための⽅策について検討する予定であった
が、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパ
ンデミックにより、調査が困難であったことから、
2020 年度の FETP が対応した COVID-19 クラスタ
ー対応のまとめと、その対応における FETP と
FETP 修了⽣の連携に関する成果と課題についてま
とめた。
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Ｂ  研究⽅法 
１）  FETPへの派遣が⾏われるための⽅策につい

て検討 
2019 年度までに FETPへ職員を派遣した⾃治体には
派遣決定の要因や、修了⽣の⾃治体における現在の
役割等について調査を⾏い、FETP 派遣のメリット
について多⾓的に評価する。また、派遣実績のない
⾃治体には、派遣を困難にしている要因について調
査し、今後の FETPへの派遣増加に資する調査を実
施する。 
 
２） FETP が今年度関わった COVID-19 クラスター

対応のまとめ 
2020 年度 FETP 研修に参加していた研修⽣ 11名
が、対応した COVID-19 クラスターに関するまとめ
と、FETP 修了⽣が関わった事例についてまとめ、
その成果と課題について整理した。 
 
Ｃ  研究成果 
１）FETPへの派遣が⾏われるための⽅策について
検討 
全国の⾃治体に向けて、FETP 派遣に関するアンケ
ート調査を実施し、2019 年度までに FETPへ職員を
派遣した⾃治体とそれ以外の⾃治体に分けて、派遣
決定の要因や障害となっている要因について検討す
る予定であったが、COVID-19パンデミックの影響
で実施は断念した。⼀⽅で、便宜的なサンプルでは
あるが、COVID-19 クラスター対応において実際に
FETPへの依頼をいただいた⾃治体において FETP
派遣の計画や必要性について感染症対策担当者に随
時聞き取りを⾏った。特に COVID-19 クラスター対
応を経験して FETPへの職員派遣の必要性を感じて
いる⾃治体が多数であった。⼀⽅で、実際に派遣を
検討する場合に、現状においても⼈員不⾜の中で、2
年間⽋員が⽣じることは現場担当者としても、また
⾃治体としても容認できる状況ではないという声が
最も多かった。 
 
２）FETP が今年度関わった COVID-19 クラスター
対応のまとめ 
2020 年 2 ⽉ 25 ⽇、国内の新型コロナウイルス感染
症（COVID-19）対策を⽬的として厚⽣労働省新型
コロナウイルス感染症対策本部にクラスター対策班
が設置された。同班のうち接触者追跡チームは国⽴
感染症研究所感染症疫学センターの職員、実地疫学

専⾨家養成コース（FETP）研修⽣、FETP 修了⽣を
主体として構成され（以下、現地派遣チーム）、各
都道府県の派遣要請に応じて現地において対策⽀援
を⾏った。 
2020 年度現地派遣チームが関与した事例は計 137事
例であった。派遣された FETP 研修⽣は 11名、外
部組織に所属する修了⽣ 22名の計 53 名であった。
事例の主な発⽣場所について、医療施設、⾼齢者ま
たは福祉施設、事業所、娯楽施設（カラオケ、ジム
など）、接待を伴う飲⾷店、飲⾷店、その他の場
所、として分類可能な事例が計 137事例あった
（表）。 
 
派遣先では各⾃治体の要望に応じて、症例や濃厚接
触者のデータベース作成、データのまとめ及び記述
疫学、クラスターの発⽣要因や感染ルートの究明、
市中感染の共通感染源推定等の疫学調査⽀援、医療
機関や福祉施設等における感染管理対策への助⾔、
他⾃治体や関係機関との連絡調整等を⾏った。 
 
Ｄ  考察 
１） FETPへの派遣が⾏われるための⽅策について

検討 
 今回は系統⽴てての調査は実施できなかったが、
COVID-19 派遣先での情報収集によると、⾃治体か
らの FETP 研修のニーズは⾼いが、⻑期間⽋員が⽣
じる点が派遣の 1 つの⼤きな障壁となっていること
が伺えた。今後は、前半を感染研、後半を派遣元⾃
治体での研修を⾏う、諸外国で⾏われている Basic
やModerate といった短期間の FETP 研修の提供な
ど、派遣元の状況に応じた研修のスタイルの検討も
必要であると考えられた。 
 
２） FETP が今年度関わった COVID-19 クラスター

対応のまとめ 
2020 年 4⽉ 1 ⽇から 2021 年 3⽉ 31 ⽇の間に
FETP が対応した COVID-19 クラスター事例は 137
例であった。そのうち医療機関におけるクラスター
が 58 例（42%）と最も多く、次いで⾼齢者福祉施設
の 20例（15%）で、この 2 つで全体の約 60%を占
めた。これは患者数の増加が急激に進んだ 2020 年
の中盤から後半にかけて、感染場所の中⼼が飲⾷店
や接待を伴う飲⾷店から、医療機関、⾼齢者福祉施
設に移⾏したこと（図）、またこれらの施設におい
てクラスターが発⽣すると患者数が多く、対応も⻑
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期間になることから⾃治体からの⽀援要請が多かっ
たことが考えられた。 
 
⽇ごろ感染症を診療しない医療機関や⾼齢者福祉施
設でクラスターが発⽣した場合において、地域の流
⾏状況によっては陽性患者を転院させることができ
ず、施設内で COVID-19陽性患者を治療、介護せざ
るを得ない場合が⽣じた。いわゆる「籠城」状態に
なった施設での対応においては、多くの場合その施
設に対策本部が設置され、疫学、感染管理、ロジス
ティクスコミュニケーションなど多岐にわたる対応
の役割分担を明確にしながら対応した（図２）。そ
の際に Incident Managerとして現場対応の指揮にあ
たることが FETPや FETP の修了⽣に求められるこ
とが多かった。 
 
図２．クラスター発⽣施設における現地対策本部
（Incident Management System）の概要 
 
FETP 修了⽣が在籍する⾃治体への派遣や、修了⽣
と研修⽣混合の派遣チームにおいて、FETP 修了⽣
と研修⽣との連携がスムーズかつ役割分担が迅速に
⾏われたことは FETP 修了⽣のネットワークの重要
性を再認識させた。現在 80 ⼈を超えた FETP 修了
⽣が修了⽣どうし、あるいは研修⽣と平時から連携
し、緊急時に動ける体制を整えることが重要であ
る。 

 
E. 結論 
 COVID-19パンデミックにおける FETP の活動等
についてまとめた。FETP 研修は、実地疫学という
技術的専⾨分野の実務能⼒の向上が最も⼤きな研修
⽬的であることは⾔うまでもない。加えて、実務を
通して、平素からの体制整備の重要性とその構築⼿
法、健康危機発⽣時のステークホルダーとの連携な
どを学んでいるが、今回⾃治体からの派遣依頼要請
の事例や対応における FETP 修了⽣、研修⽣が果た
した役割をまとめることで、FETPへ⾃治体が期待
している内容が明確になった。⾃治体からの FETP
研修への職員派遣の促進のために、研修をより充実
化していくことはもちろんのこと、⾃治体からの派
遣が実現しやすい研修プログラムやスケジュールの
提案が今後必要である。 
 
E.研究発表 
1.  論⽂発表 
該当なし 
2.  学会発表 
該当なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし
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表. 2020 年度 FETP が対応した COVID-19 クラスターの発症場所別現地活動のまとめ 
 

 
 
 
図１.クラスター発⽣場所の内訳 第 32回新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード（2021 年 4⽉ 27
⽇）資料より 
 

 
 

 
図２．クラスター発⽣施設における現地対策本部（Incident Management System）の概要 

 

 
 

 

医療施設
高 齢 者 $
福祉施設

事業所 娯楽施設
接待を伴

う飲食店
飲食店 学校等 )*他

事例数 58 20 8 4 13 5 9 20

割合（％） 42 15 6 3 9 4 7 15

現地活動

日数中央値 6.5 5 11 7 6 1 4 5

（範囲） ,1-53- ,1-24- ,1-17- ,1-8- （1-17） ,1-8- ,1-10- ,2-28-
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